様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　令和６年　３月　２１日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とりがーかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 Trigger株式会社
（ふりがな）まつもと　なおき
（法人の場合）代表者の氏名  　松本 直樹     印   
住所　〒101-0032
東京都千代田区岩本町三丁目８番１１号
法人番号　8030001100152　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」

	公表日
	　　　　令和６年　　３月　　１３日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」にて公開
■URL
https://trigger4.com/assets/pdf/20240313_01.pdf
■記載箇所
1.経営の方向性及び、情報処理技術の活用の方向性
（１）	デジタル技術が及ぼす競争環境についての認識
（２）	経営ビジョン
（３）ビジネスモデルの方向性

	記載内容抜粋
	1.デジタル技術が及ぼす競争環境についての認識
デジタル技術の革新の波は、現在の消費行動や市場に大きな変革をもたらしました。そして今後加速を続ける変化に対し、迅速かつ柔軟に対応できるか否かが、営業利益や企業の存続を大きく左右すると認識しています。当社では今後デジタル技術が及ぼす変化の激しい競争環境の中で、これまでに培った多くの知見を活かし、迅速かつ柔軟な対応と最適なDX導入の実現に向けた取り組みを積極的に行っていきます。

2.経営ビジョン
この度DX推進のきっかけを担える企業として日本社会に貢献していけるよう、以下の経営ビジョンを定めました。
・クライアントよりもクライアントを想う高い当事者意識と責任感を持ったプロフェッショナル集団として、優れた創造価値をクライアントに提供する。
・最適なDX活用により、クライアントのビジネス推進をさらに加速する。

3.ビジネスモデルの方向性
当社では（１）コンサルティング、（２）エンジニアリング、（３）ビジネスサポートの３つの事業を柱として、今後デジタル技術が及ぼす変化の激しい競争環境の中で、これまでに培った多くの知見を活かし、迅速かつ柔軟な対応と最適なDX導入の実現に向けた取り組みを積極的に行っていきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て、該当文書を開示しています。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」

	公表日
	　　　　令和６年　　３月　　１３日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」にて公開
■URL
https://trigger4.com/assets/pdf/20240313_01.pdf
■記載箇所
2．DX推進への取り組み
（１）自社におけるDX戦略

	記載内容抜粋
	1.顧客関係管理（CRM）のデータ分析及び情報共有の活用
経営ビジョン及びビジネスモデル実現にあたっては、ITシステム及びデジタル技術を活用した根拠のあるデータ取得が必要不可欠です。当社はSalesforceコンサルティングパートナーであり、その知見を活用し、自社における顧客関係管理（CRM）に関するシステムデータの分析及び情報共有を行っています。これにより業務の現状分析や改善を実現し、経営戦略を確実に再現できると認識しています。また、データ分析及び活用により多様化する顧客ニーズに迅速に応え、お客様満足度向上を目指してまいります。

2.グループウェア利用による業務改革
グループウェア利用の促進により社内コミュニケーションの円滑化を図り、運用管理の負担を軽減しながら、時間や場所を問わずに、データ共有可能な環境を実現しています。これらによりスムーズな情報共有による業務効率化、社内情報の一元管理によるガバナンス強化、ログ監視によるセキュリティ強化に積極的に取り組んでいます。

3.書類電子管理システム等の導入による業務効率化
当社では契約書管理システム、請求書管理システム、経費管理システム等を導入することで書類の電子管理を推進しています。これにより業務におけるペーパレス化を推進し環境負荷を低減させるだけでなく、管理工数の削減と業務効率化を実現しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て、該当文書を開示しています。




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」にて公開
■URL
https://trigger4.com/assets/pdf/20240313_01.pdf
■記載箇所
2．DX推進への取り組み
（２）	組織・体制
（３）	人材の育成と確保

	記載内容抜粋
	1.組織・体制について
今後の組織改編において、管理本部内にDX推進チームを設置し、代表取締役社長自ら推進役となり、取締役会の承認のもと全社一丸となってDX推進に取り組みます。
2.人材の育成と確保
DXに関するスキルを持った人材の育成に注力します。また、DXに関するスキルを持った人材の確保にも力を入れ、DXに関する業務経験を持った経験者採用を推進します。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」にて公開
■URL
https://trigger4.com/assets/pdf/20240313_01.pdf
■記載箇所
2．DX推進への取り組み
（４）	ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に向けた具体的な方策

	記載内容抜粋
	1.顧客関係管理（CRM）に関するシステム連携の推進及び入力一元化の検討
社内のCRMに関するシステム連携推進検討を行っていきます。これによりそれぞれのシステムごとに行っているデータ入力及び管理の一元化を図り、さらなるデータ活用可能な環境整備を目指してまいります。

2.グループウェアの導入効果の最大化
当社では各種クラウドサービス及びグループウェアの活用を行っていますが、今後はよりグループウェアと各種システムを連携することで、情報の一元管理をさらに促進してまいります。また、グループウェア自体の機能も最大限に活用し当社業務内容に応じたカスタマイズを最低限の工数で実施して環境整備を進めていきます。

3.書類電子管理システム等の連携促進及びデータの活用
業務効率化に向け、書類電子管理システムの更なる活用検討及び電子帳票システムの導入検討を行い、効率的なデータ管理実現に向けた環境整備を目指してまいります。また既存の各種システムとも連携させることで、部門を問わずに誰もが必要な情報にすぐにアクセスできる業務環境を構築してまいります。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」

	公表日
	　令和６年　　３月　　１３日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HP「News」内の「デジタルトランスフォーメーション推進に関するお知らせ」にて公開
■URL
https://trigger4.com/assets/pdf/20240313_01.pdf
■記載箇所
3．戦略の達成状況に係る指標

	記載内容抜粋
	DX戦略の達成度を測る指標として以下の2項目を掲げ、戦略を推進していきます。
・該当部門の売上向上
・資格取得者割合の向上



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	令和５年　　１０月　　１９日

	発信方法
	当社HP「代表挨拶」にて実行責任者である代表取締役名にて発信しています。
■URL：https://trigger4.com/about/

	発信内容
	日本のDX推進が急務となる中、社会や自社の競争環境についての認識を深め、時流に沿ったビジネス戦略及び適切なDX導入を実現していくことが必要不可欠となっています。Triggerでは今後デジタル技術が及ぼす変化の激しい競争環境の中で、これまでに培った多くの知見を活かし、迅速かつ柔軟な対応と最適なDX導入の実現に向けた取り組みを積極的に行い、クライアントに最適なサービスを提供できるよう邁進していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　令和６年　２月頃　～　令和６年　２月頃


	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」に自己診断結果を記入し、提出いたしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　令和５年　９月頃　～　令和５年　９月頃
（上記期間は内部監査実施時期になります）

	実施内容
	当社親会社である株式会社NSDが定める情報セキュリティ基本方針に基づき、安全管理規定及び個人情報保護基本規定を定めています。これに基づいて情報管理と適切な活用を徹底しています。また、サイバーセキュリティガイドラインに基づき定期的に内部監査を実施し、セキュリティプロセスを評価・改善しています。そして情報セキュリティ管理責任者及び情報セキュリティ委員会を立ち上げ、グループ共通でネットワークシステム機器の適切な使用とセキュリティ対策の教育を行っています。この活動の一環として、当社及びグループ企業内での情報セキュリティのインシデント発生事例や、外部からのサイバー攻撃事例の共有を行い、同様の事例をeラーニング教材にて学ぶ機会を設け、社員への啓蒙活動を行っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

